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ご 挨 拶 
 
独立行政法人 防災科学技術研究所 

理事長 岡田 義光 
 
防災科学技術研究所の雪氷防災研究分野が毎年開催してきましたこの研究講

演会も 46 回目を迎えました。昨年は冬の初めの 12月から全国的な大雪に見舞
われ、死者 150名を超える大災害は「平成 18年豪雪」と名づけられました。大
雪に対して名前が付けられるのは「昭和 38 年豪雪」以来，43 年ぶりのことで
した。福井県は新潟、秋田、北海道に次いで雪害による死者数が多く、大きな

被害を生じたとのことで、心よりお見舞い申し上げます。この豪雪は、少ない

雪に慣れてしまっていた雪国に多くの課題を残しました。過疎、高齢化が進む

山間地域に多くの降雪があったため、屋根雪を下ろせない住宅が倒壊したり、

あるいは雪処理中に亡くなるなどして、高齢者の被災が多かったことが一つの

特徴でした。また、山間部の多量の降雪によって雪崩が多発したほか、道路の

途絶や一時閉鎖などにより多くの集落が孤立しました。本講演会では、この「平

成 18年豪雪」が残した課題についてのご講演をいただくほか、特に屋根雪問題
について集中した討論が行われます。まさに時宜を得たものであり、その結果

には大いに期待したいと思います。 
このような企画が可能となったのは、福井県下で雪の防災対策に日頃から取

り組まれている方々の層の厚さと熱心さのお陰であると思っております。本講

演会の開催にあたっても、福井雪害対策研究会と福井県雪技術研究会のご協力

や、福井県および福井雪対策協議会のご後援、その他協賛各組織から多くのご

支援をいただきました。紙面を借りて厚く感謝申し上げます。 
さて、防災科学技術研究所は独立行政法人となり 6年目に入りました。5年毎

に中期計画を策定しており、今年は第二期の初年度に当たります。研究所が対

象とするのは、地震から雪氷災害を含めた気象災害までの広範囲の自然災害で

すが、新しくスタートした中期計画では、一旦起きると大きな被害が想定され

る地震や火山災害に重点的に取り組む一方、毎年のように被害が繰り返される

雪氷を含む気象災害や土砂災害にも集中的に取り組んでいく方針です。雪氷防

災の分野では、前中期計画の 5 年間、雪氷災害を予測する技術の開発を進めて
きました。その成果として、降雪量の予測から始まって、雪崩、吹雪、道路の

災害危険度を予測する基本的システム（プロトタイプ）の完成をみることがで

き、おかげさまで外部からも大変に良い評価をいただきました。結果の一部は

本講演会でも発表させていただきますが、今期からはシステムのさらなる実用

化を進め、各種防災対策への応用を目指して研究プロジェクトを進めていく計

画です。それだけに、現場を担当されている方々や機関との連携がこれからま

すます重要になると考えております。 
今後とも、当研究所の活動にご理解をいただくとともに、皆様からの厳しい

ご指導ならびにご支援ご協力をお願いする次第です。 



平成 18年豪雪における建物被害と高齢者問題 

福井工業大学 前田博司 
 
１．はじめに 

 平成 17年 12月から平成 18年 2月にかけての大雪は、全国各地に多くの被害をもたらし、
気象庁によって「平成 18 年豪雪」と命名された。福井県においても、12 月 13 日未明から降
り出した雪が、翌 14日には福井で 49cm、大野で 147cmに達し、12月としては記録的な大雪
となった。その後も雪は断続的に降り、木造建物の倒壊や屋根雪下ろし中の転落による死者な

どの被害が発生した。これらの被害については、既にいくつかの調査報告がなされているが1)、

ここでは、福井県内における被害を中心に、建物の被害状況とそれに関連する高齢者問題につ

いて報告する。 
２．降積雪と被害状況 

 図 1は 12月 13日から 2月 14日までの福井（福井地方気象台）における降積雪状況であり、
表１は福井県および全国の被害状況2)である。 
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図 1．降積雪状況（福井） 

 
表 1．平成 18 年豪雪による被害状況 

人的被害（人） 住家被害（棟） 非住家被害（棟） 
県名 

死者 重傷 軽傷 全壊 半壊 
一部
破損 

床上
浸水 

床下
浸水 

公共
施設 

その
他 

福井県 14 36 126 1 2 46   2 2 50

全国 151 893 1243 18 26 4661 12 101 145 2314

 
 福井における最深積雪は 95cm（1月 8日）であり、これは再現期間 5.7年に当たる。すなわ
ち、大雪とはいいながら、福井では平均して 5～6 年に 1 度起きる程度の積雪である。最深積
雪および主な被害を、昭和 38 年の「三八豪雪」、昭和 56 年のいわゆる「五六豪雪」と比較し
たものが表 2である。 



表 2．三八豪雪・五六豪雪との比較 

住家被害（棟） 非住家被害（棟） 
豪雪年 

最深積雪 

（福井） 

死者・行方

不明 （人） 全壊 半壊 計 全壊 半壊 計 

昭和 38 年 213cm 25 39 117 156 （内訳不詳） 840

昭和 56 年 196cm 15 29 33 62 319 110 429

平成 18 年 95cm 14 1 2 3 38 14 52

 
 これより明らかなように、積雪深のみならず、建物被害も全壊および半壊棟数も桁違いに少

なく、建物被害に関してはこの冬は豪雪というほどのものではなかった。しかし、人的被害、

特に死者数は、三八豪雪・五六豪雪に匹敵するものであり、福井県における死者 14 人は全体
の 9.3％に当たり、道府県別では全国第 4位である。この点が福井県における「平成 18年豪雪」
の特徴であるといえる。 
３．福井県における建物被害の特徴 

 図 2は福井県における建物の被害状況3)を時系列で示したものである。 
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図 2．建物被害状況 

 
 建物被害は、雪が降り始めた 12 月中旬から下旬にかけての時期と、積雪が多くなった 1 月
中旬に多く発生している。このうち、全壊や半壊といった大きな被害を受けた建物はほとんど

が老朽化した木造で、木造以外で規模の大きい被害建物はなかった。図 3は福井（福井地方気
象台）の積雪深と福井県における全半壊棟数の関係を示したものである。12月 13日未明から
降り出した雪が、翌 14 日には深さが 49cm になったが、この日に福井県内で 3 棟の住家が全
壊、1 棟が半壊した。14 日から 31 日までは積雪深は 49cm から 69cm の間で、大きな変化は
なかった。しかし、24 日には 5棟、25日には 6棟の全半壊があった。この間の雪荷重の変化
を推定するために、累計降水量を求め、積雪深と比較したものが図 4である。 
 12 月 14 日から 31 日までは、積雪深はあまり大きな変化を示していないが、累計降水量は
急激に増加しており、27日には 378mmに達し、14日の約 2.5倍になっている。1月 11日に 
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図 3．福井の積雪深と福井県における全半壊棟数 
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図 4．福井における積雪深と累計降水量 

 

福井工業大学キャンパス（福井市）で測定したところ、雪荷重は 2.75kN/m2であった。雪荷重

が累計降水量に比例すると仮定すれば、雪荷重と住家全半壊棟数の関係は図 5のようになる。 
この図より、福井市で雪荷重が 1kN/m2を超えると福井県内で住家の被害が多発し始め、2.5 

kN/m2を超えると再び被害が増加することがわかる。併せて、新聞記事などによって被害発生

の状況を検討すれば、福井市で雪荷重が 1kN/m2を超えた頃に福井県内（福井市内に限らず）

で老朽化した木造住宅に倒壊などの被害が出ており、2.5 kN/m2を超えると管理の悪い建物が

倒壊している。これは、積雪深ではそれぞれ約 60cmと約 90cmになったときであり、同様の傾
向は昭和 56年の豪雪時にも見られた4)。したがって、これがこの地方の木造住宅の雪に対する

安全性を推定する目安となると考えられる。すなわち、福井県内各地の木造建物は、雪が降り

積もって福井市で 60cm程度になると老朽化したものは倒壊するおそれがあり、90cm程度にな
ると雪下ろし等の管理ができないものが大きな被害を受ける。 
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図 5．雪荷重（推定値）と全半壊棟数 

 

 今冬の豪雪による建物被害は、このような過去の豪雪時にも見られたような被害のほかに、

これまでこの地方ではあまり生じなかった雪庇による被害もあった。すなわち、新築工事中の

大野市の複合施設の雪止めが破壊し、大量の屋根雪が滑落して、窓ガラスや外壁の一部が破損

した。この建物は、小学校と生涯学習センター、公民館の機能を備えており、教室棟と体育館

棟が全体としてＬ字形に配置されている。構造は鉄骨造平屋建（一部２階建）、延床面積 9847m2

である。1 月 5 日に体育館棟の屋根（遮熱フッ素アルミ板葺、勾配 0.625/10～1.667/10）の雪

止めが一部破壊し、屋根雪が落下、窓ガラスが破損した。これを皮切りに、次々に雪止めが破

壊して、各部の破損を招いた。この要因としては、雪止め設計時に雪庇を考慮せず、屋根面の

積雪の滑落方向の力だけで雪止めの負担面積を決定したことにある。この地方では、建築物の

屋根に大規模な雪庇が見られることはあまりないので、雪止め設計時に考慮しなかったのであ

ろうが、今冬は降積雪の時期が比較的早く、含水率の高い雪であったと推定され、大規模な雪

庇が形成されたものと考えられる。 

４．建物被害と高齢者問題 

 この冬の豪雪被害の特徴の一つは人的被害、特に死者数がきわめて多いことである。そして、

それは建物被害と深い関わりがある。 

 福井県における死者の概要と原因別死者数2)をそれぞれ表 3 および表 4 に示す。死亡原因を

見ると、「除雪作業中の屋根からの転落」が最も多く、「除雪作業中の発病」がこれに続いてい

る。また、65 歳以上の高齢者が 71％に上っている。特に注目すべき点は、屋根雪下ろし等除雪

作業中の死者は 65 歳以上の方が多いことと、倒壊した家屋の下敷きによる死者が 65 歳以上（72

歳）であることである。これは、多雪地では高齢化が進んでおり、高齢者のみの世帯が増加し

ていることが背景にある。そのために、高齢者自身が屋根に上って雪下ろしをして落下したり、

雪下ろしができずにいて建物が倒壊したのである。大野市では、市街地で積雪深が 1mを超えた

12 月 13 日から屋根雪下ろしの照会が急増し、14 日までに 95 件に達し、依頼に応じられない状

況となった。そこで、15 日には、市職員が独り暮らしの高齢者や老夫婦に代わって屋根雪下ろ

しなどの除雪作業を行った。これは、65 歳以上の独居老人など除雪作業が困難な市民を対象に 



表 3．死者の概要 

市町村 性別 年齢 概要 発生日

男 78 除雪作業中に発病（脳疾患）し死亡 12/14 
福井市 

男 69 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12/21 

男 62 除雪作業中に屋根からの落雪に埋もれ死亡 12/14 

男 66 除雪作業中に発病（心疾患）し死亡 12/14 

男 79 水路に転落し死亡 12/24 
大野市 

男 59 除雪作業中に発病（脳疾患）し死亡 12/18 

男 54 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12/14 

男 67 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12/18 

男 72 雪の重さで倒壊した家屋の下敷きになり死亡 12/24 
勝山市 

男 77 除雪作業中に屋根から転落し死亡 12/28 

上志比村 男 76 除雪作業中に発病（心疾患）し死亡 12/16 

南越前町 女 58 崩壊した雪に埋もれ死亡 12/24 

女 86 屋根からの落雪に埋もれ死亡 1/8 
越前市 

男 71 除雪作業中に死亡（屋根から転落したと思われる） 1/8 

 

表 4．原因別死者数 

死亡状況 65 歳未満 65 歳以上 合計 

屋根からの転落  1  4  5 

除雪作業中の発病  1  3  4 

落雪等  2  1  3 

倒壊した家屋の下敷  0  1  1 

その他  0  1  1 

合計  4 10 14 

 
した「地域ぐるみ雪下ろし支援事業」の一環で、本来は地域住民が連携して除雪を手伝うこと

に対して助成する事業であるが、急激に雪が積もったため人手不足となり、市職員が緊急に出

動することになったものである。 

筆者らが平成 12 年に行った調査5)では、福井県内屈指の豪雪地である和泉村（現：大野市和

泉地区）は人口 814 人 217 世帯で、高齢化率は 28.8％であった。全世帯にアンケート調査を行

い、147 世帯から回答を得たが（回答率 67.7％）、高齢者のみの世帯は 23 世帯で、全体の 16％

に上った（図 6）。また、平成 14 年に行った福井県今庄町（現：南越前町）での調査6)では、回

答者（119 世帯）の 25％（30 世帯）が高齢者のみの世帯であった（図 7）。65 歳以上に「冬の

積雪期に困ること・心配なことは何か」と尋ねたところ（複数回答）、「雪下ろしや雪かき」が

群を抜いており、実に回答者の 79％があげている（図 8）。このことからも、高齢化が進む多雪

地では高齢者のみの世帯が多く、そのほとんどが冬の積雪期に屋根雪下ろしなどの除雪に困 
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    図 6．和泉村の家族構成             図 7．今庄町の家族構成 
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図 8．積雪期に困ること・心配なこと 

 

っていることが明らかである。このような状況の中で発生した今冬の豪雪被害は、多雪地にお

ける高齢者問題の深刻さを浮き彫りにし、これを見越した大野市の「地域ぐるみ雪下ろし支援

事業」でさえも、豪雪時には十分に機能を発揮できなかったことを教訓として、今後の対策に

取り組まなくてはならない。 

５．むすび 

 平成 18 年豪雪における福井県内の被害は、建物についてはあまり多くなかったが、死者は
14人で、全国第 4位であった。死者の内、高齢者が 10人（71％）で、その多くが屋根雪下ろ
しなど建物の雪処理に関係している。このように、この冬の豪雪では、高齢者の雪処理作業に

よる被害が大きな問題となった。 
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平成 18年豪雪の新たな課題 
－不在家屋対策と地域ぐるみ除雪－ 

 
勝山市危機管理監 松村誠一 
 

１．はじめに 
 
「平成 18年豪雪」命名された今冬の豪雪は、昨年１２月４日の初雪であり根
雪となった、例年になく早い雪から始まった。早すぎた雪は１０日後の１４日

には 130ｃｍの積雪を記録し、昨今の暖冬の影響から冬支度の遅れがちな生活空
間や農業施設を直撃した。 
しかも勝山市の高齢化率は、２７．

１パーセントに達し、老夫婦や一人暮

らし老人も多い。また市街地には、か

つて隆盛を極めた繊維の空き工場や

人口減少による空き家など空洞化が

目立ち、加えて郊外集落では過疎化も

振興している。 
間断なく降り続いた１２月の降雪

は累計で４４７ｃｍ、最大積雪は市     

街地で１７４ｃｍ、山間部集落では 
優に２ｍを超え、１２月として記録的な豪雪は

った。２１年ぶりに災害対策室を設置して防災

物全壊が１２棟、ビニールハウス倒壊 82棟をは
経費は過去最高の４億５千万円に上った。 

 
勝山市は、江戸時代小笠原藩の時代から疎水

く整備され、自宅前の雪は自分で除排雪する習

また繊維産業や農林業が就業人口の多くを占め

が人口の枢要を占め、屋根雪下ろしや家周りの

的な作業であった。 
しかし、高齢化の進行とマイカー通勤による

口減少による市街地空洞化と山間集落の過疎化

を衰退させ、コミュニティーの希薄化の中で共

よる除排雪要請が高まっている。 
 
このような状況下での豪雪は、まさに、｢高齢

地方都市の地域力が現実に試され、雪害対策に

なった。 
  

市道除雪中のロータリー車 

、大きな爪あとを残すこととな

体制を整えたが、死者４人、建

じめ各方面で被害が発生し除雪

が流雪溝として旧町内にくまな

慣が身についた土地柄である。

ていた昭和の時代は、働き盛り

除雪は住民にとって冬季の日常

市外への通勤の激増、加えて人

は、市民の自助による除雪能力

助も後退し、結果として公助に

化、過疎化、空洞化｣の著しい

関する新たな課題が浮き彫りに



２．屋根雪下ろし作業の要請 
 
 勝山市では、例年公募により雪下ろし作業員の登録を１２月初旬から開始し

市民の方に紹介している。早すぎた雪、集中してやってきた雪は、当初市民の

要請に全く対応できなかった。 早すぎた雪ということもあり、作業員の登録

は数人にとどまっていた。 
 １２月１４日には、市街地で 1．５
mを超え、山間集落では２ｍに達し，
市民からの作業員照会が相次いだ。ピ

ークには１日１００件近い照会があ

り、電話対応はパニック状況となった。 
 これまでにない状況はなぜ生じた

か。集中的な降雪、高齢者や一人暮ら

し世帯の増加、隣近所の共助コミュニ

ティーの希薄化などが原因と考えら

れた。 市内の屋根雪下ろし作業 
 
 市の除雪支援体制は、一人暮らし高齢者世帯や障害者世帯など市の福祉票に

登録されている方は福祉事務所がサポートし、所得制限はあるが屋根雪下ろし

助成制度も設けている。また県・市の補助事業で整備された屋根融雪戸数は１，

０００戸に達している。 
今回は、殺到する市民の照会に２．３日待ちの対応をお願いするなど心配を

おかけする結果となったが、マスコミを通じての作業員募集により市内外から

５９団体、約２４０人の登録があり、作業員を紹介できた件数は福祉関係を除

き２８０件となった。中でも地元建築組合の戦力は際立ったものであった。 
  
 その他の課題として、屋根雪下ろしの標準単価の設定がなく紹介後市民から

屋根雪下ろしの費用が高額であったとの苦情が多かった。費用はあくまで当事

者間の事前交渉をお願いしていたが、県外からの悪徳業者も現れ、消費者セン

ターと連携した対応を迫られた。 
 また福井県には、県の出資を資金源とするボランティアセンターがあるが、

災害対策本部設置時には派遣することで協議していたものの、屋根雪下ろしは

ボランティア対象外と言うことで屋根雪おろしに実際に活用することができな

い。 
 
今後の市の対策として次のことを検討することとした。 
①屋根雪下ろし作業員登録の早期構築。 
 ②屋根雪下ろしの標準単価の設定。 
 

 



 

３．不在家屋の対応 
 
 ｢不在家屋対策｣、所有者または相続人がいながら屋根雪おろしを行わず、近

隣の市民から倒壊等の危険についての苦情が相次いだ。そして市から連絡して

も十分な対応が図られない物件の「不在家屋」１５件の空き家や空き工場の除

排雪対策を講じた。 
降雪前、勝山地区区長会で雪害としての空き家対策について問われた。市で

は、｢個人の財産であり所有者の自己管理が原則。所有者等の所在が不明のとき

は、情報提供に協力するので地域ぐるみの協力をお願いしたい。｣と教科書的な

答弁してきたが、現実は市として厳しい対応を迫られることとなった。 
 
 老朽家屋の対応については、以前、顧問弁護士に相談をしておいたので、そ

れを参考に対応策を協議した。ケーススタディは、震災などの危険物除去で次

のように示されていた。 
① 隣家が倒れかかり二次的な災害や損害を及ぼす恐れがあるときは、隣家に対
し予防措置を請求できる。 
② 隣家が応じない場合や連絡が取れない場合、裁判所に予防措置をとることを
求める仮処分申請の手続きを経て、除去や防止措置がとれる。 
③ 緊急性があり、仮処分の申請を経てでは間に合わないときは、緊急避難・正
当防衛として自力で隣家の建物を除去できる。（民法７２０条第２項） 
 しかしながら、防衛されるべき法益（本人）と侵害されるべき法益（隣家）

のバランスが大事で、過剰避難、過剰防衛ということで自力救済といえども完

全に違法性が阻却されず、損害賠償が発生する余地がある。 
 
 上記のことからあくまで民対民を原則に対応してきたが、１２月末に一部損

壊不在家屋の隣家である高齢者夫婦から倒壊の不安があり、避難をしたいと申

し出があった。年末も押し迫った１２月１８日には、教育会館に｢避難所｣を開

設し移転してもらったが、奥さんは体が不自由なので、特別養護老人ホームの

ショートステイをお願いした。私どもは、避難所での生活が長くならないよう、

少なくとも正月までに解決したいと考えた。 
 家屋の登記上の持ち主はすでに死亡、相続人は金品を払い第三者に譲渡した

と主張，地権者を巻き込み家庭裁判所調停に及んだ事案であった。最終的には

調停事項にある「地権者で取壊しても所有者等は異議を述べない。」に基づき、

地権者等と協議し、危険が迫ってきていることから災害対策基本法に基づく危

険物除去を行うこととした。二階屋根部分が抜けており家屋を解体整理し，後

の処分は地権者で対応していただくこととした。 
 高齢者夫婦には、正月を前に帰宅願えたが，家屋管理者が不明な調停で原因

者に費用負担が求められない異例の事例となった。 
 



 

４，その後の不在家屋対策 
 
市や地元区の対応にもかかわらず，不在家屋や空き工場を中心に１２棟の全

壊、１０棟の半壊、一部損壊は２９０棟を数えた。 
新年度に入り、不在家屋対策マニュアルを作成する必要があった。 
不在家屋の態様は次のようなものであった。 
① 相続人が明らかでなく管理放棄。 
② 本人または親族が市外にいて管理されていない。 
③ 本人が居住しているが、財政的な理由から空き工場の解体、除雪ができ

ない。 
 
(1) 不在家屋対応マニュアルの作成 
顧問弁護士相談、土木事務所と協議し次のとおり行政指導することとした。 
① 不在家屋 Q&Ａを作成し、区長連合会で説明。 
② 所有者または相続人に対し建物の安全管理指導 
 ( 戸籍調査、家裁への相続放棄照会などで相続人を特定し文書通知) 

    ・建物を放棄し隣家等に被害を与えた場合、法的に賠償責任を負うこと 
  ・倒壊部分の放置については市環境美化条例に基づき指導 
③ 県に対し，建築基準法に基づく措置命令等を要請 

 
(2) 現在の状況  

冬季不在家屋対応   18件  
行政指導件数   14件  
解決数    ８件 解体 
未解決数      6件 うち空き工場 2件 

 
(3) 未解決事例 
●その 1  Ａ氏管理空き工場一部倒壊   

   ・住宅地域にある個人機業場(廃業)の一部が１月に倒壊し、市道部分にも倒
壊木材が散乱。市道部分に散乱した木材は敷地内に整理・積み上げた。

費用は A氏に請求するも未だ納入されていない。 
  ・財政的な理由から倒壊部分の撤去がなされず、夏場になり悪臭が発生。

倒壊部の地主である隣家の B 氏、倒壊木材が障となっている同じく隣家
の C氏など近隣からの苦情が市に寄せられた。 

  ・市が同席し区長を交えた話し合いで夏までに処分計画を示すという約束

は反故にされていた。 
  ・B、C氏には話し合いで解決しない場合、それぞれ土地の明渡し請求、妨

害除去請求など法的に解決する方法があることを示すが、「費用負担した

くない。たとえ勝訴しても本人が対処しなければ当方の負担で行うこと



になる」との理由で、「市に何とか A氏を指導してほしい」と訴える。 
   
   市では悪臭対策としての消毒作業、A 氏家族と折衝を重るなか、ようや
く、Ａ氏妻の実家の支援で、業者が手仕事で解体部分の処理に当たっている。

しかし空き工場全体の対応は示さ

れず、冬季に向け課題を残す。 
   空き工場などは、所有者、相続

人に多重債務者が多く対応が十分

でなく困難事例となる。市が条例

を制定し、「代執行」することも可

能であるが、費用回収、他の物件

への波及から慎重に検討されるべ

きと考える。 
 大雪で倒壊した家屋 
  
●その２  相続放棄された不在長屋 
  ・住宅地内に数年来、管理放棄の２軒長屋住宅があり地元区長より市での

対応を要請される。冬季は緊急を要するため、市で除雪を行った。 
  ・その後の相続人調査で１軒は相続人全員が相続放棄、もう１件は相続人

が相続放棄してあったが、不完全なものであった。 
  ・全員の相続放棄が確定した場合の対処について、家庭裁判所の指導を受

け次のように対応する予定である。 
 

    相続人不在のため、利害関係人が家庭裁判所へ相続財産管理人の選任の申

し出を行う。この場合近隣住民も可能だか、市が防災上の観点から行政（市） 
   が申し出ることもできる。市議会の理解が得られれば、市で相続財産管理人

の費用（５０万から１００万円）、解体費用の予算付けを行い、その証明を

添付して申請する。行政の申請では、土地は寄付扱いとなる。 
    こうした相続放棄の土地、家屋が市で十分把握できない要因として、課税

物件であっても同一市町村区域内で所有する土地、家屋などのそれぞれ課税

標準が免税点以下になった場合（土地３０万円、家屋２０万円）課税されな

いため所有者、相続人の追跡がなされないこともその一つである。 

 



 

５．地域コミュニティーの強化 
  －地域ぐるみ除雪体制の確立を 
 
不在家屋などの市民からの苦情、屋根雪おろしの要請の多かった昨冬の事情

から確実に地域コミュニティー希薄化が顕著になってきていると考えられる。 
向こう三軒両隣や親戚などで屋根雪下ろしを協力する姿は、事実少なくなっ

ている。福祉票に登録する要援護者は福祉事務所、社会福祉協議会、民生委員

といった共助、公助を期待し、核家族化の中で都会にいる肉親のサポートが遠

ざかっている。 
要援護の対象とならない一定の所得のある高齢者は、屋根融雪装置の設置や

委託による除雪を期待するが、補助制度の枠や委託業者とのコネクション不足

の壁に悩まされる。また屋根融雪装置を設置してありながら｢もったいない｣と

いう気持ちから稼動が遅れ、装置、屋根瓦ともに損壊した事例が多くあった。 
 
（１）地域ぐるみ除雪体制の構築を 
 こうした状況下にあって、地域ぐるみ除雪体制により要援護者などの家庭の

除排雪が適確に行われている地区もある。降雪期をまえに、区長、民生委員な

どが、それぞれの役割や屋根雪下ろし当番を決めてサポートする。実戦部隊は

壮年会メンバーが主力だ。地域を知り、雪を知る頼もしい力だ。モデルケース

が広がるよう行政としてＰＲしていきたい。 
 また地域貢献を目指す県立大学との除雪サポート協定も準備中である。災害

対策室設置時の有償ボランティアを想定している。屋根雪下ろしの即戦力とし

ては無理であるが、雪害圏域外からの支援、学生の地域貢献による学習など今

後につながる成果は期待できると考える。 
（２）道路の除排雪要望の増大 
 車社会と高齢化により、道路の除排雪の要望は高まるばかりである。勝山市

では道路除雪計画延長 212.4ｋｍを市保有車 20 台、民間借り上げ車 56 台で対
応している。また排雪用の流雪溝の延長は市街地を中心に約 82ｋｍとなってい
る。 
 流雪溝による排雪は、市街地の区長会の防災委員などでルールを定めるが、

一時の降雪や出勤前の除雪の集中でルールが守られず車道上に溢水し、歩行者

が通行困難になるのも日常茶飯事である。また住宅地広がりで流雪溝延長が増

加し水量不足も深刻となってきている。河川水利用の拡大について、国の理解

を求めていく必要がある。 
 除雪車による早朝除雪も地域により状況が異なる。住宅が連なり排雪場所が

少ないところや畑地があっても協力の得られない地域は、時間的にも負荷がか

かる。地域による排雪場所の提供などがスムーズな除雪には欠かせない。 
 市道における融雪装置の設置要望も多く、河川水や区内水路の再利用による

装置も国の交付金事業などを活用して施工している。 



平成１８年豪雪における雪崩予測 

  
防災科学技術研究所 雪氷防災研究センター 平島寛行 

 
 
1. はじめに  
 
平成 18年豪雪がもたらした記録的な大雪は、日本各地で雪崩被害をもたらした。これま

で雪崩災害を軽減するために、あらかじめ危険と思われる場所に雪崩予防柵やスノーシェ

ッド等の雪崩対策施設をするなどのハードウェア的な対応が進められてきた。しかしなが

ら、今冬において雪崩の危険のために生活道路が通行止めになり孤立した集落は11集落, 避
難指示, 避難勧告がでて避難を余儀なくされた世帯は 17 世帯にもなり 560 名以上の人の生

活に影響がでた（消防庁による今冬の雪による被害状況等）。今後、雪崩による被害をより

軽減するためには、ハードウェア的な対応のほか、あらかじめいつどこで雪崩が発生する

か予測し、雪氷災害に関する情報提供等のソフトウェア的な対策を施すことで、通行止め

や避難指示等の的確な判断に資する事も重要である。 
防災科学技術研究所（以下, 防災科研）では, 平成 13 年から始まった中期計画の中で地

域気象モデルや積雪変質モデル、災害発生予測モデルを組み合わせることで雪氷災害の発

生を予測するシステム（図１）の開発を行ってきており、そのシステムでは雪崩、吹雪の

発生のほか、道路雪氷状態の予測を行っている(佐藤ほか,2003;石坂 2004)。本報告では、雪
崩の予測システムに関して、雪崩予測のアルゴリズム及び実際の雪崩災害との比較結果に

ついて報告を行う。 
 

地域気象モデル (NHM）

積雪変質モデル
(SNOWPACK)

吹雪予測モデル 雪崩予測モデル 道路状況予測モデル

気象データ

積雪構造の情報

 

図１ 雪氷災害発生予測システム 



2. 雪崩発生予測システム 

 

 ２．１ 雪崩予測の原理 

 

 雪崩は、積雪内部をすべり面として上層部の積雪のみが崩落する表層雪崩と、積雪の表

面から底面までの全層が崩壊して落下する全層雪崩がある。全層雪崩は発生前にクラック

や雪しわ等の前兆現象が見られるのに対し、表層雪崩はそのような前兆現象が見られない。

表層雪崩は積雪層内にある弱い層（弱層）が破壊することによって発生するため、予測す

るためには弱層の存在やその強度といった積雪の内部構造を知る必要がある。雪穴を掘っ

て積雪の内部構造を観測する方法は最も確実な手段であるが、積雪の層構造は時々刻々と

変化するためその都度観測をしなければならず、また雪崩が発生しやすい斜面で積雪断面

の観測を行うのは危険を伴う。このような問題を解決するためにはモデルを用いた計算に

よる手法が有効である。本プロジェクトの雪崩予測モデルでは、スイスの国立雪・雪崩研

究所(SLF)が開発した積雪変質モデル「SNOWPACK」を用いて気象条件に基づいて積雪の温

度・密度・雪質・含水率等を予測する。なお、スイスと日本では雪の性質が異なるため、

これまでに大気と積雪間の熱交換や積雪変質過程、積雪の強度の推定方法など、日本の雪

を再現できるアルゴリズムに改良を加えている。SNOWPACK モデルの概略図を図２に示す。 

 

 モデルにより計算された積雪の内部構造に基づいて雪崩の発生を予測する際に、雪崩が

どれぐらい発生しやすいかを表す指標として積雪安定度(SI)を用いる。表層雪崩発生の模

式図を図３に示す。SI は以下の式で計算される。 
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   図２ 積雪変質モデルの概略   



 

θθ sincosW
SI σ

=   (1) 

 

 ここで、σは対象とする層のせん断強度(Pa)、Wはその層にかかる上載荷重(N/m2)、θは

斜面の傾斜角である。分母は弱層にかかるせん断応力に相当する。図 3 では斜面に平行に

かかる力はWsinθ(N)であるが、傾斜角θの斜面では水平面の面積１に対して斜面の面積は

1/cosθ(m2)であるため、せん断応力はWcosθsinθ(N/m2)となる。 

 

 せん断強度は雪質や密度、含水率に依存し、多くの研究者によって雪質ごとのせん断強

度と密度の関係式が導き出されている。日本では雪に対するせん断強度σの関係は、新雪、

こしまり雪、しまり雪及びざらめ雪に対しては、山野井、遠藤(2002)により、あられにつ

いては Abe(2004)、こしもざらめ雪及びしもざらめ雪に対しては、阿部ほか(2005)により定

式化されている。その関係を図４に示す。SNOWPACK ではこの関係式に基づいて、雪質、密

度及び含水率の情報をもとにせん断強度を計算し、式(1)を用いることである時間、ある層

における積雪安定度の計算を行う。モデル計算結果の一例として、福井県勝山市に設置さ

れているアメダスの気象データを入力として SNOWPACK により計算された一冬期にわたる積

雪の変化及び安定度の変化を図５に示す。 
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図３ 表層雪崩発生の模式図         図４ 密度とせん断強度の関係 
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図５ 積雪変質モデルで計算した勝山のアメダス地

 
３．新潟県津南町国道４０５号線周辺における雪崩予

 

平成１８年豪雪の影響が特に大きかった新潟県津南

号線沿いでは雪崩の危険性が高まり通行止め等の対策

または解除の判断基準に資する事を目的として、防災

ムにより同地域の雪崩発生予測を行った。津南町内の

値を入力として積雪変質モデルを用いて積雪状態の計

また検証のため、アメダス観測地点付近において 1月
断面観測を行った。断面観測と計算結果の比較を図７

そ一致し、密度に関しても厳冬期においてはいい一致

る 2月 20日以降は、観測結果では積雪底面で密度が
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算を行った。その結果を図６に示す。

から 3月にかけて、6回にわたり積雪
に示す。雪質は計算と観測でおおよ

がみられた。ほぼ全層がぬれ雪にな
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図７ 断面観測結果との比較 (a)雪質
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が再現されていない。これは底面に帯水層が形成される過程がモデルに組み込まれていな

道 405 号線沿いにおいて雪崩危険度を予測するには標高や傾斜によ
る

2月 23日の時点では雪崩発生の危険が大きい領域（SI<1.5）がほ

と

 

８ 積雪安定度の変化 月 23 日(b)12 月 24 日(c)12 月 25 日 

いのが原因であり、それは全層雪崩の予測に重要であるため、今後のモデルを改良してい

く点の一つである。 
通行止めとなった国

違いを予測する必要がある。国道 405号線の通行止め区間の入り口付近では標高は 500m
程度であるのに対し、長野県県境付近では標高は 800m近くに達し、その周辺の山は 1000m
を超える。標高が高くなると気温が低下し、その結果雪質も異なるため、標高の違いによ

る雪質の違いを考慮しなければならない。従って地形情報をもとに 100m あたり 0.65℃の
気温補正を加えて、各標高条件における雪質の計算を行った。また、同じ雪質でも急な傾

斜では雪崩は発生しやすくなる。この影響は式(1)において分母にあたるせん断応力が傾斜
によって変わることにより考慮されている。これらを考慮して積雪変質モデルを用いて雪

の変質を計算し、各メッシュごとに地形データから算出した傾斜角に基づいて補正を加え

ることで、標高及び斜面傾斜角を考慮した積雪安定度の空間的な分布を計算した。この結

果の一部を図８に示す。 
図８の結果によると、1

んど見られないのに対し, 24 日にはあらゆる急斜面で積雪安定度が著しく低下していた

ことがわかる。その後 25日には再び SIが大きくなり積雪が安定している。実際に 12月 24
日は午前 9時 40分ごろ大赤沢付近で雪崩が発生し、親子連れ 2名が乗車したワンボックス 
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図９ 津南町大赤沢で発生した雪崩: (a)雪崩の走路、(b)雪崩に
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図１０ 雪崩発生前後における雪質(a)と積雪安定度(b)

９)。このような積雪の変化過程の詳細を知るために、雪崩事

図１０に示す。図１０によると、雪崩が発生するまでの 24時
、新雪が圧密して強くなる前により新しい雪による荷重が強

い条件になっていたことがわかる。予測モデルではこの日に

がよく再現された。 
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４．今後の課題 

雪崩発生予測モデルを用いることにより、いつ雪崩が発生しやすいか予測することが可

測を行ってきたが、今後は全層雪崩の予測に着手

す
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危険な冬道と道路雪氷予測

防災科学技術研究所 雪氷防災研究センター 小林俊市

１．はじめに

18 152「平成 年豪雪」と名付けられた昨冬の記録的な大雪により、全国で

人の犠牲者を生じ、そのうちの約 は屋根の雪下ろしなど除雪作業中に死亡74%

したと報告されている（佐藤 。しかし、近年の雪氷災害の発生件数並び, 2006）

にそれに伴う死者数をみると、交通事故に起因するもの、特にスリップ事故に

よるものが飛び抜けて多いことも報告されている（佐藤 。雪国では道路, 2001）

の除雪体制が整備され、除雪機械の能力も大幅にアップしている。それにもか

かわらず、北海道、東北（山形県 、北陸（新潟県）における冬期スリップ事）

故の発生件数及びそれに伴う死者数は、図 から明らかなように一向に減少し1

ていない。したがって、冬期のスリップ事故を減らすには、冬道を走行するド

ライバーが的確に道路上の雪氷の状況を把握した上で、いかに適切な装備と運

転を行うかにかかってくる。そのためには、道路上の雪氷の現況のみならず、

今後数時間～ 時間後の予測を正確にドライバーに伝達することが必要不可48

欠である。

このような状況

を背景にして、本

研究では路面状況

が積雪、凍結、乾

燥、湿潤等のどの

状態にあるかを予

測するだけでなく､

路面のすべりやす

さの予測も併せて

行うことを目的と

している。ここで 図 北海道、山形県、新潟県における冬期スリ1

は、現段階での研 ップ事故件数と死者数（北海道、山形県、

究成果を中心にご 新潟県各警察本部調べ）

紹介したい。 ※背景の写真は旧日本道路公団提供
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２．研究の概要

本研究は防災科学技術研究所雪氷防災研究セ

ンター（当時は雪氷防災研究部門）において平

成 年度から ヵ年計画で実施した「雪氷災害13 5

の発生予測に関する研究」という研究プロジェ

クト（佐藤ほか ）の一環として “道路雪, 2003 、

氷災害の発生機構”の小課題で実施されたもの

である。研究の流れは図 に示すように、道路2

雪氷に関する観測及び実験、道路雪氷予測モデ

ルの開発、地域気象モデルとの結合の三つに大

きく分けられる。以下それらの内容について述

べる。

( ) 道路気象・雪氷の自動観測1

道路上の気象・積雪条件と道路の雪氷状態と

の関係を調べるため、山形県の国道 号（月112

山道路）の中台観測点において定点観測を行っ

ている（図 参照 。ここでの計測項目は、気温、 図 研究の流れ3 2）

湿度、風向、風速、短波放射量、長波放射量、

10降雪強度 パルス数 路面の放射温度 路面上の積雪深等で これらの値は（ ）、 、 、

分毎にデータロガーに記録される。また、路面の雪氷の状態は、中台除雪ステ

ーションの門柱に取り付けたカメラにより 分毎に撮影した。30

図 中台観測点3

路面状態の予測アルゴリズムの開発

予測の広域化

道路雪氷（路面温度、路面状態、
路面摩擦）予測モデルの構築

・道路気象・雪氷の自動観測

・雪氷路面のすべりやすさの測定
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( ) 路面のすべりやすさの測定実験2

「 」 、雪氷防災研究センター新庄支所にある 雪氷防災実験棟 の低温室において

0 -15 5降雪装置を作動させて得られる樹枝状結晶形の新雪を ℃から ℃までの

段階の温度条件のもとで乗用車（ ）により繰り返し踏み固めて、実際の1,760cc

道路上と同じように圧雪を形成させる。それとともに、時々刻々と変化する圧

雪の密度・硬さやすべりやすさの目安となるすべり抵抗値を適宜測定した（図

参照 。実験結果をもとに交通量（踏み固めた回数）とすべり抵抗値との関4 ）

係を示した図 から明らかなように、温度が ℃以下ではすべりにくく、 ℃5 -5 -3

以上になると滑りやすくなることが分かった。

図 実験風景4

図 交通量とすべり抵抗値との関係5
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( ) 路面温度・路面状態・路面摩擦予測モデルの開発3

路面温度については中

台観測点で観測された気

象データを用いて路面の

熱収支を計算し、得られ

た路面温度と実測値を比

較した結果図 に示すよ6

うにほぼ一致することが

分かった。次に地理情報

システム（ 、 グリGIS 50m

ッドの数値標高データ）

に基づいて の格子間50m

隔で気象要素を推定する

アルゴリズムを開発し路 図 路面温度の計算値と実測値の比較6

面温度の広域分布の予測

。 、 。を行った その結果 予測値と実測値の間に最大で ℃程度の違いがみられた2

路面状態については中台観測点において収集した道路気象及び路面雪氷状態

の観測結果を用いて、気温、湿度、日射量、長波放射量（下向き 、風速、降）

雪量、路面温度を説明変数、路面状態（乾燥、濡れ、凍結、水べた雪、圧雪）

を目的変数として判別分析法を適用して解析した。その結果、判別的中率は約

であった。78%

また路面摩擦については前節に示した雪氷防災実験棟における室内実験結果

を基に路線の摩擦係数分布を求めることにより予測モデルを作成した。

( ) 地域気象モデルとの結合4

本研究プロジェクトにおいては、地域気象モデルの出力に基づき冬期の路面

状態のほか、雪崩や吹雪の発生予測を加えた「雪氷災害予測システム」の構築

を進めている。システムの構築にあたっては、気象庁非静力学モデル（ ）NHM

2kmに基づいて 気温 日射量 風速 湿度 長波放射量 下向き 及び降水量を、 、 、 、 、 （ ）

の格子分解能で求めた。それらの値を用いて路面温度、路面状態、路面摩擦の

各予測モデルと結合させることにより、路面温度、路面状態、路面摩擦の予測

が可能となった。図 に示す国道 号の山形県朝日―西川間（ ）を対象7 112 42km

とした路面状態及び路面摩擦の予測例をそれぞれ図 及び に示す。8 9
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図 予測対象地域7

図 路面状態予測の例（ ）8 2005.12.20 16:00

図 路面摩擦予測の例（ ）9 2005.12.20 16:00
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３．おわりに

雪国では冬期間毎日天気予報が発表される際に 「スリップ注意報」も適宜、

発令され、ドライバーに危険な冬道での注意を喚起している。しかしながら、

スリップ注意報だけでは具体的にどの路線で路面がどんな状態になってどの程

度すべりやすくなるかは全く分からない。そこで、路面状態や路面摩擦の予測

が確立されればドライバーにとっては安全運転をアシストする大きな武器にな

ると考えられる。それに伴って、スリップ事故も確実に減少するものと予想さ

れる。さらに、道路管理者にとっても、きめ細かな除雪を実施するための有力

な手段となりうるものと期待される。しかし、今回開発したモデルは現在はま

だ国道 号の一部区間での適用にとどまっているし、精度面についても十分112

満足できる段階とは言い難い。今後、精度の向上と雪国各地で適用できるよう

に研究を進めていきたい。
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屋根雪問題討論会 

 



屋根雪問題討論会にあたって 
   
コーディネータ 
福井県雪対策・建設技術研究所 宮本重信 

 
  
今年 3月，地中熱利用の冷暖房の成果発表会と引き続いてパネル討論が東京大学で行われた．

先駆的に地中熱利用をやっていたことからパネラーに呼び出された私は，いつものようにパワ

ーポイントを準備した．このコーディネーターから，それは要らないとメールが届いた．ぶっ

つけ本番に，彼から挑発的な質問を各パネラーは受けた．限られた時間，必死で最適な回答を

探した．フロアーには彼に招かれた地中熱利用に懐疑的な著名な先生方がおられて厳しい質問

が浴びせられた．多様な意見，対立する意見の大切さを思った．熱い議論で新しい対策のあり

方を考える契機になればと思います．参加の皆さん，よろしくお願いします． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第二部 屋根雪

討論・報告のアウトライン

福井県雪対策・建設技術研究所

宮本重信

１ 

死亡者の3分の2が65歳以上の高齢者
過疎化 高齢化

屋根雪
気象 福井では12月で重たい雪

死者150人：戦後三番目の被害

２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

A.溶かす

どれくらいの燃料（エネル
ギー）とコスト？

３ 

最小限溶かす（屋根に雪を残す）

熱的なロスを最小限に

４ 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過疎地にあるものを生かせないか

（村おこし論 内発的発展論）

1．沢の水

2．森の木

５ 

B．落とす
自然に 動力で 人力で

需要が一時に集中する

安全性確保を含めて

よい方法等があれば

落としたものは

B－1 溶かす

B－2 動かす ６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

B.落とせない（市街地）
福井市内では

耐雪にして（積んだま
ま）で十分？

なぜ普及しないのか？

７ 

新築以外で，

補強という方法はないのか

1．今庄の通りでは
冬になると玄関や表通りを

柱と横板で補強しているが

2．家の中を冬だけ補強
3．耐震を兼ねて簡易な補強 ８ 

ソフト面での対応

９ 



屋根雪処理問題を考える 
 

（独）防災科学技術研究所雪氷防災研究センター 

阿部 修 
 

1. はじめに 

 「平成 18年豪雪」では 152名もの尊い命が失われた．そのほとんどが屋根雪処理に関する

事故によるものであった（消防庁，2006）．これほど多数の方が亡くなられた要因は次のよう

なものと考えられる． 

(1) 高齢者が無理をおして屋根や住宅周りの除雪をせざるを得なかった． 

(2) いつもは雪の降らない地方で豪雪があり住民が除雪に不慣れであった． 

 当センターでは，前進である雪害実験研究所の設立（1964年）の直後から屋根雪問題の重

大性に着目しこれに取り組んできた（斉藤，1969；木村，1989）．長年にわたる研究により，

この問題は解決したかに見えたが，近年になっても屋根雪処理に関する事故は減らないばか

りか逆に増加した． 

 本報告では，これまでの当センターにおける屋根雪問題に関する研究を振り返るとともに，

今後どうすればよいかを考える． 

 

図 1 自然滑落方式（左）と耐雪方式（右）の住宅 

 

2. 屋根雪問題に対する取り組み 

2.1 中越地震以前 

(1) 部分融解方式 

 最初に屋根雪問題に取り組んだのは木村・清水（1969）で，屋根を融雪する際は全部融か

さずに一部残しておくという“部分融解方式”を提案した．雪には断熱性があるので一部残

しておいた方が融雪効率は高くなるというわけである．実証試験の結果，1m2当たり 24 時間



に 20kgの融雪を行えば，豪雪地帯の十日町における 30 年間最強の降雪に対しても屋根雪荷

重を 400kg/m2以内に抑えられるという．熱効率を 90％とした場合の投入熱量で表すなら

86W/m2である（木村，1997）．このとき問題になったのは屋根面と屋根雪底面の接触状態で

ある．融雪状態に不均一性ができると空洞が発生し外気とつながって，せっかくの熱量が大

気に奪われてしまうことであった．木村（同上）は屋根葺き材が折半だと空洞ができにくい

と報告している． 

(2) 軒下落雪の堆積形状 

 屋根の傾斜を利用して屋根雪を自然滑落させる方式はエネルギーを使わない点で優れてい

るが，どれくらいの堆積スペースを確保すればよいのであろうか（図 2）．中村（1978）は，

新庄市内の建物の軒下落雪の形状を調べ，平屋の建物では落雪形状がほぼ相似形であると仮

定し，屋根幅と最大積雪深の 2 つのパラメータを用いて軒下の堆積幅を求める実験式を提案

した．これは長岡ニュータウンの敷地幅を検討する際に参考にされるなど大いに利用された

（地域振興整備公団，1979）．しかし，誤った利用のされ方もした．中村の実験式は屋根雪が

庇から飛び出さずに直下に落ちることを前提にしたものであったのに，これをそのまま大型

の建築物に適用してしまうケースがでてきた．こうなると今度は屋根雪の運動が問題になり，

場合によっては，勢いよく飛び出した屋根雪が中村の実験式で求められる堆積幅を超えてし

まうのである．中村・阿部（1981）は屋根雪が衝突した場合の衝撃力の測定を行い，高密度

の屋根雪ではかなり大きな衝撃圧が生じることを示した．阿部（1998）は大型屋根から飛び

出す屋根雪の運動を調べ，屋根上でも雪崩のように崩れて落下するケースがあり，十分なス

ペースと緩衝領域を設ける必要があることを提示した． 

 

図 2 自然滑落方式の軒下落雪．初冬時でまださほど堆積していない． 

 



(3) 屋根雪の積もり方 

 これは簡単なようでまだ解決されていない問題である．無風であればさほど困難はないの

だが，2m/sを超える風が吹くと，屋根形状により吹き払われたり，吹き溜まったりするから

である．また，屋根雪は建物内部からの熱量により融解される．中村・阿部（1978）は，3

種の建物の屋根上と地上で同一日に断面観測を行い，屋根面に接している積雪層の厚みに相

違があるのは，屋根面からの熱流量が異なるからだと考え，それぞれの熱流量を見積もった．

これによれば暖房の有無で大きな差があることがわかった．ただし，現在の高断熱住宅では

放熱量はかなり少ないと考えられる．一方，平らな屋根上での風による吹き払い効果に関す

る調査が行われ，ある程度強い風が吹くと全く積もらなくなる臨界風速が存在し，これが温

度によって異なることも知られるようになった（阿部・中村，1984：阿部ほか，2004）． 

(4) ホームページの作成 

 阿部（1999）は，屋根雪処理に関する様々なレベルの問い合わせに対処するため，ホーム

ページ（一般住宅における屋根雪処理のための設計指針）を作成した＊． 

＊：http://www.bosai.go.jp/seppyo/

この中で，一般住民が屋根雪処理の問題につきあたる原因として，次の 3つをあげた． 

 1)施工主の関心が薄い． 

 2)工務店が屋根雪処理の専門的知識を持っていない． 

 3)行政のチェック機構が働かない． 

 1)は忙しいとつい工務店任せになってしまうこと，2)は工務店側が住宅の外見だけを重視し

て屋根雪処理のことをおろそかにすること，3)は行政の担当者は屋根雪処理まではチェック

できないこと，というのが主な理由と考えられる． 

 本設計指針では，これまでに用いられている耐雪，自然滑落，融雪および雪下ろしの 4 方

式（図 1 に前者 2 つを例示）を区分するには，屋根雪荷重，堆積領域，運用経費によって決

められることを示した．ただし，個別の問い合わせもあったことから，まだ決定版とはいえ

ない．なお，北海道立北方建築総合研究所からは，北海道の建築に関する相談に答えるため

のホームページが公開されている（http://www.hri.pref.hokkaido.jp/022-2/index.html）． 

 

2.2 中越地震 

 中越地震は積雪期を目前にした積雪寒冷地を襲った地震としてこれまでに例のないものと

なった（佐藤，2005）．中越地震・雪氷災害調査検討委員会（委員長：小林俊一）が設立され

た＊（図 3）．この建築ワーキンググループにより「震災後の住宅チェックシート」および「屋

根雪処理の判断基準の提言」が発信された（同委員会，2005）．当センターでは，全壊は免れ

たものの屋根が破損し，一時しのぎにブルーシートが敷かれたた住宅が多くみられたことか

ら，雪氷防災実験棟を用いてブルーシート上での摩擦係数を測定した（図 4）．そして，この

結果に基づいて算出した典型的な家屋における屋根雪の飛び出し距離を，「屋根にブルーシー

http://www.bosai.go.jp/seppyo/
http://www.hri.pref.hokkaido.jp/022-2/index.html


トを敷いたときの屋根雪の滑落について」と題してインターネットで公開した．また，落雪

条件の割り出しに冬期間の野外観測も行った（佐藤ほか，2005）． 

＊ ：http://snowy.web.infoseek.co.jp/winter_eq/ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 “中越地震後の雪氷災害軽減のために” のホームページ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 4 雪氷防災実験棟におけるブルーシート上での雪ブロックの滑走実験 

 

2.3 平成 18 年豪雪 

 中越地震後の冬につづく翌年は「平成 18年豪雪」に見舞われた．死者数が多かったのは新

潟県（32 人），秋田県（24 人），北海道（18 人）の順であるが，普段はさほど雪の多くない

地方の死者数もかなりの割合を占めている（消防庁，2006）．また，ほとんどが高齢者で占め

られていた佐藤（2006-b，-c）．これをうけて平成 17年度科学研究費補助金（特別研究促進費）

により，全国の大学・研究機関からなる研究組織（代表：佐藤篤司）が結成され調査研究が

実施された（佐藤，2006-a）．当センターでは，屋根雪に関連した死亡事故のニュースが報道

されることが多くなったことから，「屋根雪の処理における注意点」としてインターネット上

http://snowy.web.infoseek.co.jp/winter_eq/


で次の 3点を呼びかけた．なお，(2)と(3)にはビデオ画像も添付してわかりやすくした． 

(1) 屋根から落ちないように注意! 

(2) 落雪に埋まらないように注意!  

(3)落雪にぶつからないように注意!  

 図 5 に屋根雪崩の写真を示したが，平成 18 年豪雪時の落雪等による死者は全体の 13％に

のぼった． 

 当センターでは 2001/02 年冬期からインターネットによる，長岡および新庄の積雪観測デ

ータの公開＊を開始していたが，平成 18 年豪雪の直前には中越地方や山地積雪観測データつ

いても公開した．これにより，積雪深や積雪重量の日ごとの値が誰でも見られるようになり，

観測点に近い地方ではいつ屋根雪下ろしを実施したらよいかなど判断できるようになった． 

＊ ：（http://www.bosai.go.jp/seppyo/） 

 
図 5 突然起こる屋根雪崩 

3. 問題解決のために 

3.1 地域だけの問題ではない 

 これまでは，屋根雪処理は個人の問題として片づけられてきた．すなわち，各家庭には働

き盛りの男性がいて各自の力量で雪処理できるものとして扱われてきた．しかし，この考え

方では日本的な風土をもつ中山間地は今後 10年もたたずに荒廃してしまうであろう．地域全

体として考えなければいけないのはもちろんであるが，財政難にあえぐ自治体だけで対処す

るのは困難である．美しい日本の国土を守るためには国全体として何らかの財政的な措置を

考える時期にさしかかっているといえる． 

3.2 コミュニティーの構築 

 一方，都市域ではボランティアにより高齢者世帯を支援するなど，コミュニティー単位で

その地域を維持していくという共同体の意識を持つことが大切となる．弱者が住めない地域

はいずれ空洞化してしまうからである（沼野，1992）．町内会単位であらかじめ設定した日に

道路を閉鎖し，一斉に屋根雪下ろしを実施して共同の経費で除雪するという方法もある． 



3.3 情報の伝達 

 積雪地域の自治体では，広報を通じて屋根雪下ろしの危険性や公用地である道路と私有地

の雪処理の区分などの情報を流している（図 6）．しかし今後は，常日頃大雪が降らない地方

の自治体でも，多雪地域の自治体と情報交換を図り，いざというときのために同様のサービ

スができるように備えておく必要がある．現在は，雪国－非雪国間の人間の移動も多いことか

ら，初めて雪下ろしをする人のための注意点などをわかりやすく説明したパンフレットなど

も必要である． 

 インターネットによる注意の喚起は様々な応用が利く便利さはあるものの，被害の最も多

い高齢者世帯はそもそもインターネットにアクセスできる環境にはなく，もっと身近なメデ

ィアを通じて広く呼びかける必要がある． 

     

図 6 新庄市広報（左：2005年 12月 9日，右：翌年 2月 9日発行） 

 
3.4 行政のチェック機能 

 長期的な戦略として，2.1(4)で述べたように，建築確認申請のときに行政が屋根雪処理を行

う上で問題がないかチェックすることがあげられる．都市域においては個人が実施する屋根

雪処理と行政が実施する道路除雪は密接に絡み合っていて，屋根雪処理がうまくいけば道路

除雪の負担も減ると考えられる．長岡市では平成 2 年 3 月に「長岡市建築物の屋根雪処理に

関する指導要綱」を告示している．（http://www.city.nagaoka.niigata.jp/reki/reki_honbun/） 

3.5 残されている研究要素 

 はじめに述べたように，屋根雪処理に関する研究要素はほぼ完了していると考えられてい

た．ただし，これまでの個々の研究成果を有機的に結合して，住宅環境，家族構成および投

入可能経費によってどのような屋根雪処理を選べばよいか，わかるようにしておく必要があ



る．また，原油価格の上昇にともなうエネルギー事情の変化により，さらに効率的な雪処理

が求められるようになってきた．一方，高熱伝導率の素材，高効率の電気ヒータなどが開発

されてきており，融雪効率の向上を図ることも可能となってきた． 

 屋根雪に埋没した場合や屋根から落下した場合の危険性などに関する，科学的なデータを

提示する必要がある．前者に対しては雪崩に埋没したときの，後者に対しては自動車の衝突

事故の資料が参考になるが，直接調査された事例はまだ少ない（阿部・小杉，2001）．また，

雪下ろしの際の命綱についても改良の余地がある．最近，冬期間の住民の行動パターン（藤

野ほか，2003）や除雪作業の健康に与える影響（森野ほか，2006）などの調査が行われるよ

うになってきたが，今後はヒューマンファクターを考慮した雪対策が求められる． 

 

4. おわりに 

 屋根雪問題は多くの境界領域にまたがる総合科学とも位置づけられる．それぞれの立場の

人間が結集してこれに当たらなければいつまでも解決できないのではないか，そして今がそ

の時期といえるのではないか． 
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屋根融雪に関する研究方向 
 

福井県雪対策・建設技術研究所   青木 靖 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

屋根融雪に関する研究方向屋根融雪に関する研究方向

福井県雪対策・建設技術研究所

１ 

背背 景景

平成１７年度の大雪では福井県内においては屋根雪が原平成１７年度の大雪では福井県内においては屋根雪が原
因となった事故が多発因となった事故が多発

死死 者者 ６名６名 重軽傷重軽傷 ７２名７２名

家屋の全壊家屋の全壊 ３９棟３９棟 一部損壊一部損壊 １１２棟１１２棟

２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

屋根融雪装置の問題点屋根融雪装置の問題点

一般的な屋根融雪装置一般的な屋根融雪装置

比較的高価格（１００ｍ比較的高価格（１００ｍ２２当たり２００万以上）当たり２００万以上）

近年の北陸地方は暖冬傾向近年の北陸地方は暖冬傾向

→普及が進まない→普及が進まない

１７年１２月には、融雪装置の準備を行う前に大雪１７年１２月には、融雪装置の準備を行う前に大雪

→融雪装置や瓦の損傷→融雪装置や瓦の損傷

３ 

簡易な屋根融雪簡易な屋根融雪

給湯器

散水装置

ポンプ

４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沢水利用落雪型屋根雪消雪沢水利用落雪型屋根雪消雪

５ 

解決すべき課題解決すべき課題

屋根散水方式屋根散水方式

・エネルギーロスの少ない散水方法の検討・エネルギーロスの少ない散水方法の検討

・散水直後の一時的な屋根荷重増加による、建物・散水直後の一時的な屋根荷重増加による、建物
への影響への影響

・凍結の問題・凍結の問題

沢水利用落雪型屋根雪消雪沢水利用落雪型屋根雪消雪

・水源の問題・水源の問題

・消雪方法の検討・消雪方法の検討

・凍結の問題・凍結の問題

その他にも簡易な融雪方法がないか検討その他にも簡易な融雪方法がないか検討
６ 



資料  防災科学技術研究所積雪気象観測点白山白峰(標高 835m)の観測データ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

白山白峰における最大積雪深・積雪重量の経年変化
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